
平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

昭和 50 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 10,867 4,622 8,020

8,787 3,020 4,346

① 402 411 2,192

7 28 70

1,671 1,163 1,412

人件費 3,591 2,520 3,780

② 0.57 0.4 0.6

③ 14,458 7,142 11,800

0 0 4,300

④

4,300

⑤ 14,458 7,142 7,500一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 6,557

年度 終期

9,119

需用費 7,684

役務費

12,710

327

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.57

臨時職員人件費　            　（千円）

30

負担金、補助及び交付金

その他 995

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2-1-⑨

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（学校施設開放運営委員会）

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

起案者 桝田義則

学校施設スポーツ開放事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

764 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-5-3

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

自主的にスポーツ活動ができるようになります。地域住民が

3,591

委託料 410

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

学校の施設を開放してもらうことで、地域のコミュニティ活動の推進や、自主的にスポーツ活動できるグループ

を支援します。市内小中学校２９校と、県立学校５校で実施していきます。

事務の内容 施設、備品を調査し、計画的に修繕、更新を行います。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 6,153

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円） 6,153

その他　　　　　　　　          　（千円）



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

実績 254 249 243

260

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

260 260

学校施設スポーツ開放年間利

用者数

千人

目標

活動実績

平成25年度実績

260

成果

目標

平成28年度計画

学校開放施設数(３４箇

所）

学校開放施設数(３４箇

所）

学校開放施設数(３４箇

所）

学校開放施設数(３４箇所）

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

□ 順調 ■ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

□ ない ■ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

利用団体の利用調整等が難しく施設が飽和状態になっている学校もありますが、余裕のある学校もあり利

用者増は可能です。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

すでに一部事業を学校開放運営委員会に委託しており、効率化･簡素化を進めているところです。

利用者数が少しずつですが、４年連続で減少しています。

②成果向上

の余地

すでに一部事業を学校開放運営委員会に委託しており、民間の活力を利用しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合型地域スポーツクラブ育成事業

身近なスポーツ施設として、地域住民の運動不足解消や健康維持に寄与しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

学校施設スポーツ開放事業 歩け・ランニング運動事業 地域スポーツ振興事業

①事業規

模・サービス

水準

他の自治体等と比べて、事業規模・サービス面で遜色の無い水準だと思います。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

地域スポーツ振興事業

地域スポーツの推進を目的とする事業を統合することにより、成果の向上を期待することができると考えま

す。

市民地域スポーツ交流会開催事業

②事業費の

削減

今以上の事業費の削減は、事業運営に支障をきたすと考えられます。

②受益者負

担

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

学校施設等の使用料としては、同程度の公共施設使用料と比べて適正と考えています。

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

学校のスポーツ施設は、地域住民のスポーツ環境として有効不可欠な施設であり、今後も継続していきたいと

考えます。

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

市営のテニスコートの夜間利用の増加対策として、中学校テニスコートの学校施設開放が有効ではない

かという意見があります。

C 33年度までに廃止

中学校テニスコートの屋外ナイター設備の設置について検討していきます。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

昭和 47 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 90 71 177

46 17 69

①

44 54 108

人件費 2,079 2,079 2,079

② 0.33 0.33 0.33

③ 2,169 2,150 2,256

0 0 0

④

⑤ 2,169 2,150 2,256

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

安城市の野外センターは、作手野外センターと茶臼山野外センターの２箇所あります。

６月から９月まで小中学校が利用しない日を一般に開放し、多くの市民の方に利用してもらっています。

１泊２日でファミリーキャンプを計画しています。

事務の内容 利用申込みの際、利用手順や利用マナー等の指導をし、利用者同士が快適に過ごせる指導をしました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

自然の尊さに気づくようになります。近代生活に慣れた市民が

2,079

委託料

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-9-9

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的 □ 経常的 ■ 政策的

766 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係 起案者 桝田義則

野外センター開放事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先

その他 41

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

直営

第8次

2-2-⑨

327

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.33

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 2,124

年度 終期

45

需用費 4

役務費

2,124



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

一般利用者受付

ファミリーキャンプ開催

一般利用者受付

ファミリーキャンプ開催

一般利用者受付

ファミリーキャンプ開催

一般利用者受付

ファミリーキャンプ開催

成果指標 年度 平成26年度

野外センター利用者

人

目標

活動実績

平成25年度実績

800

成果

ファミリーキャンプ参加者 人

目標

800

平成26年度実績 平成27年度実績

50

実績 76 54

800 800

5050

実績 821 660 592

55

50

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

□ 順調 ■ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

□ ない ■ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

□ 不可能 ■ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

必要経費のみの負担はありますが、最小限であり適当と考えます。

②受益者負

担

②事業費の

削減

これ以上の削減は、事業の縮小につながります。

総務事務

事務事業を統合する事で目的ごとに整理し、事務の改善を図ります。

スポーツ活動表彰・激励事業

ホームチームサポーター事業 スポーツ推進審議会運営事務 野外センター開放事業

①事業規

模・サービス

水準

他の同規模の自治体と比べると、適正な事業規模・サービス水準と思います。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

自然を親しむ施設として、市民の心の豊かさの助長に寄与しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

最小限の事業費しかないので、委託の方が経費がかかると思います。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ大会補助金管理事務

利用者数が少しずつ減少しています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

利用者が年々減少していることから、ＰＲ方法等改善の余地があると考えます。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

利用施設の改善と利用促進を目的としたＰＲ方法等に改善の余地があると思います。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

C 33年度までに廃止

利用者等の意見をきいて、利用の増大を図っていきたいと思います。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

利用者を増やすためのＰＲ方法等を検討する必要があると考えます。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

市民の憩いの場として、また自然を学ぶ場として必要な施設であり、施設を維持するため改修等が必要かと思

います。



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

昭和 41 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 813 801 1,082

326 325 438

108 81 122

①

3 2 4

376 393 518

人件費 1,764 1,764 1,764

② 0.28 0.28 0.28

③ 2,577 2,565 2,846

0 0 0

④

⑤ 2,577 2,565 2,846

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

４月から１０月までの毎週日曜日の早朝に、市内２２会場で歩いたりジョギングしたりして、地域の方が自主的に

集まり活動しています。

会場の案内を掲載したマップを作成し、手軽に気軽に参加してもらえる事業です。

事務の内容 市内各会場がわかるよう、「歩けランニング運動会場マップ」を作成し、公共施設等で配布しました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

日ごろ、歩いたり走ったりすることが定着するようになります。軽運動をしたいと考えている市民が

1,764

委託料

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-1-1

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

767 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

□ 義務的

予算科目

起案者 桝田義則

歩け・ランニング運動事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先

2-1-②

その他 394

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

直営

第8次

2-1-①

327

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.28

臨時職員人件費　            　（千円）

3

負担金、補助及び交付金

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 2,380

年度 終期

616

需用費 109

役務費 110

2,380



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

歩け・ランニング運動開催

(25会場）

歩け・ランニング運動開

催(25会場）

歩け・ランニング運動開

催(23会場）

歩け・ランニング運動開催(22

会場）

成果指標 年度 平成26年度

歩け・ランニング運動参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

7800

成果

目標

7800

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

7800 7800

実績 7761 7762 7249

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

□ 順調 ■ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

□ ない ■ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

手軽・気軽なスポーツとして、定着させるために負担を極力減らしたいと思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

現在の成果水準を維持するには、必要な事業費だと思います。

地域スポーツ振興事業

地域スポーツの推進を目的とする事業を統合することにより、成果の向上を期待することができると考えま

す。

市民地域スポーツ交流会開催事業

学校施設スポーツ開放事業 歩け・ランニング運動事業 地域スポーツ振興事業

①事業規

模・サービス

水準

参加者が年々減少していますが、事業規模・サービス水準としては適正なレベルと考えられます。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

身近な運動として、地域住民の運動不足解消や健康維持に寄与しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

現在も地域住民の協力を得ながら歩け運動を実施しているので、これ以上の民間活力の活用は無理かと

思います。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合型地域スポーツクラブ育成事業

参加者が少しずつ連続で減少しています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

地域住民の協力を得ながら歩け運動を実施しているので、事業の効率化・簡素化が進んでいると思いま

す。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

幅広い年齢層への参加呼びかけと魅力あるコースの設定等検討の余地があると考えています。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

C 33年度までに廃止

幅広い年齢層へのＰＲ方法と魅力あるコースの設定等を検討します。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

参加者が固定している傾向があるので、新規参加者を引き込む対策が必要と考えます。

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

地域住民の一番身近で手軽なスポーツとして、成果を出し定着してきています。これからも改善しながらより発

展するよう推進していきたいと思います。

必要性が高い

見直し



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ ■ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

昭和 42 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 7,182 9,152 9,152

① 433 532 532

6,749 8,620 8,620

人件費 4,977 4,977 5,607

② 0.79 0.79 0.89

③ 12,159 14,129 14,759

0 0 0

④

⑤ 12,159 14,129 14,759一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 14,129

年度 終期

9,152

需用費

役務費

14,129

329

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.79

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金 8,620

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2-1-⑤

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 民間企業、NPO

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

起案者 亀井佳奈子

シティマラソン・市民駅伝大会事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

768 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-9-9

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

ランニング・ジョギングに取り組むようになります。スポーツをしたいと考えている市民が

4,977

委託料 532

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

総合運動公園と市街地の約１０キロを走るシティマラソンとデンパーク園内と周辺道路をたすきで繋いでいく市

民デンパーク駅伝大会の開催を実行委員会へ補助金を出し運営しています。

愛知万博を記念して開催されている市町村対抗駅伝大会の出場選考等を安城市体育協会に委託していま

す。

事務の内容

安城シティマラソンは、安全面の配慮から参加制限を設けました。市民デンパーク駅伝大会では、安全面の配

慮からコースの一部変更を行うとともに、タスキ引継ぎの円滑化のため、中継所の位置を変更しました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

1100

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

1533

実績 3513 3405 3388

1100

3000

平成26年度実績 平成27年度実績

1100

実績 1440 1741

3000 3000

1100

シティマラソン大会参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

3000

成果

駅伝大会参加者 人

目標

平成28年度計画

シティマラソン大会実行

委員会補助金交付

駅伝大会実行委員会補

助金交付

シティマラソン大会実行

委員会補助金交付

駅伝大会実行委員会補

助金交付

シティマラソン大会実行

委員会補助金交付

駅伝大会実行委員会補

助金交付

シティマラソン大会実行委員

会補助金交付

駅伝大会実行委員会補助金

交付

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

□ ない ■ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

選手安全確保のため、コースの検証など安全に楽しむ大会運営の検証が必要かと思います。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

大会運営の大部分は、競技団体等が担っており、当日はボランティアも多数参加しているなど事業の効

率・簡素化が図られていると思います。

シティマラソンは次年度で50回大会を向かえ、年々参加者も増加し、ニーズが増えています。近年は参加

者の安全確保のため、やむを得ず参加制限を実施しています。駅伝大会は昨年度はやや参加者へ減っ

たものの高いニーズがあり、仲間とスポーツに親しむイベントとして定着しています。

②成果向上

の余地

当日の大会運営などは競技団体が実施しており、準備等も含め民間活力を十分活用していると考えてい

ます。

再編後の事務事業

既存の事務事業

大会を実施することで、練習のため、スポーツを定期的に実施する愛好者が増えることはスポーツ実施率

の向上など、総合計画の健幸都市実現も担っています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

シティマラソン・市民駅伝大会事業 早朝野球大会事業

①事業規

模・サービス

水準

他市町村に比べ、事業規模・サービス水準であまり遜色はないと考えています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

スポーツ大会事業

事務事業を統合する事で目的ごとに整理し、事務の改善を図ります。

②事業費の

削減

昨今の物価高騰から大会全体に係る経費が増加傾向にあります。大会運営に必要な経費を削減する事

は、参加者の安全確保など困難となることから難しいと考えます。

②受益者負

担

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

大会必要経費のうち、参加者負担部分が低く抑えていますが、今後も参加者数を維持していくためなるべ

く低負担でいきたいと思います。

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

両大会とも、年々参加者が増え、マラソンにいたっては参加制限するほどで、安全性を確保しつつ、いかに大

会を盛り上げていくか検討していきたいと思います。

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

適正な大会運営の実現のため、大会ごとに課題、反省等をし、より良い大会の実現を引き続きする必要が

あります。

C 33年度までに廃止

各種総合運動公園施設の改修や道路事情等により、より安全なコースの確保を検討していきます。また、

シティマラソンは、来年度50回大会と記念大会となるので、より大会を盛り上げれるようコース、企画等を考

えたいと思います。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ ■ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

昭和 54 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 9,224 9,481 9,500

48 50 60

① 9,118 9,378 9,380

58 53 60

人件費 819 819 819

② 0.13 0.13 0.13

③ 10,043 10,300 10,319

0 0 0

④

⑤ 10,043 10,300 10,319一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 10,277

年度 終期

9,458

需用費 49

役務費

10,277

329

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.13

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金

その他 31

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2-2-⑨

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 NPO

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

起案者 河村　泰宏

安城選手権大会事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

769 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-2-2

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

技能と意欲の向上につながります。競技スポーツに取り組む市民が

819

委託料 9,378

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

競技スポーツに取り組む市民のナンバー１を決める大会として開催しています。体育協会加盟の２０団体が主

管して開催しており、夏季大会は水泳競技、冬季大会はスキー競技、秋季大会はそれ以外の１８競技で行って

います。

事務の内容

水泳競技の夏季大会において、事前に小中学生への練習会を行っています。従来は飛び込みの仕方だけの

指導でしたが、水泳協会の指導者も参加いただき、泳法の指導もしていただけることになりました。結果として、

本大会での泳法違反が減り、円滑な大会運営につながりました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

実績 4662 4742 4715

4000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

4000 4000

安城選手権大会参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

4000

成果

目標

平成28年度計画

安城選手権夏季大会運

営業務委託

安城選手権秋季大会運

営業務委託

安城選手権冬季大会運

営業務委託

安城選手権夏季大会運

営業務委託

安城選手権秋季大会運

営業務委託

安城選手権冬季大会運

営業務委託

安城選手権夏季大会運

営業務委託

安城選手権秋季大会運

営業務委託

安城選手権冬季大会運

営業務委託

安城選手権夏季大会運営業

務委託

安城選手権秋季大会運営業

務委託

安城選手権冬季大会運営業

務委託

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

現在、２０競技を実施していますが、今後、時代にニーズに併せて競技や種目を検証していきます。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

大会運営をＮＰＯ法人安城市体育協会に委託しており、事業の効率化・簡素化は不可と思います。

競技スポーツを振興する上で安城市の1位を決める大会として目標にしている市民も多く、この大会に向

けスポーツを継続して実施する活力となっています。

②成果向上

の余地

現在、大会の運営等は全てNPO法人安城市体育協会に委託しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ選手育成事業 自主スポーツグループ育成事業

スポーツの根幹にある勝つ喜びを体現した事業であり、これを目標にスポーツ振興に寄与しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

安城選手権大会事業 スポーツスクール（教室）開催事業 スポーツ観戦推進事業

①事業規

模・サービス

水準

競技種目数は、安城市体育協会加盟競技団体の団体数と合わせています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

競技スポーツ振興事業

競技スポーツの振興を目的とする事業を統合することにより、事業のスリム化を図ります。

スポーツ指導者育成事業

②事業費の

削減

事業費の削減により、大会のレベル低下につながる恐れがあります。

②受益者負

担

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

各競技団体から選抜された選手ということから、負担金を徴収することは不可と考えます。

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

競技スポーツの安城市ナンバー１を決める大会として、今後も続けるとともに、スポーツの意義をＰＲする事業と

して推進していきたいと思います。

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

大会として既に定着していますが、マンネリ化せず大会がスムーズに回り、選手や大会スタッフのあまり負

担のかからない大会運営を目指して検証していく必要があります。

C 33年度までに廃止

前年度の大会の反省を基に、より大会運営がスムーズにいくよう検証します。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ ■ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

昭和 47 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 60 60 60

① 60 60 60

人件費 1,323 630 630

② 0.21 0.1 0.1

③ 1,383 690 690

0 0 0

④

⑤ 1,383 690 690

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

仕事前の平日早朝に開催する野球大会を開催し、特に仕事をしている世代のスポーツ意欲の向上やきっかけ

づくりになります。

事務の内容

広報あんじょう、ホームページでの参加者募集だけでなく、安城ホームニュースなど地元のメディアへの情報提

供を行いました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

技能と意欲の向上につながります。軟式野球を愛好する市民が

1,323

委託料 60

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-2-2

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的 □ 経常的 ■ 政策的

771 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係 起案者 武内雅子

早朝野球大会事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（安城市早朝野球連絡会）

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2-2-⑨

329

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.21

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 1,383

年度 終期

60

需用費

役務費

1,383



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

早朝野球大会運営業務

委託

早朝野球大会運営業務

委託

早朝野球大会運営業務

委託

早朝野球大会運営業務委託

成果指標 年度 平成26年度

早朝野球大会参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

100

成果

目標

100

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

100 100

実績 90 91 91

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

大会に係る会場使用料等の利用者負担の一部として、協議会が参加料を徴収しています。

②受益者負

担

②事業費の

削減

大会に必要な最小経費のみを委託料としているため、これ以上の削減は困難と思います。

スポーツ大会事業

事務事業を統合する事で目的ごとに整理し、事務の改善を図ります。

シティマラソン・市民駅伝大会事業 早朝野球大会事業

①事業規

模・サービス

水準

早朝からスポーツを実施する取り組みは、忙しい世代にもスポーツに親しむことが出来る環境づくりとして

必要と思います。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

定期的にスポーツを実施することでスポーツ実施率の向上や健幸都市の実現に貢献します。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

既に大会運営については、早朝野球連絡協議会へ事業委託しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

社会人がスポーツを親しめる環境づくりとして、参加者数は近年横ばいとなっていますが、定着化している

と思います。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

事業を簡素化することは、参加者を減らすことに繋がるため困難と思います。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

参加チーム、参加者数を増やすことで、20代、30代のスポーツ実施率の向上につなげたいと思います。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

C 33年度までに廃止

周知方法をはじめ大会参加チームが増えるような方策について検討していきたいと思います。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

早朝からスポーツに親しむ環境づくりとして一定の評価があるものの、近年の参加者を増加させるための

取り組みの改善が必要と思います。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

就労世代の方たちのスポーツする場として、その趣旨を守りつつさらに大会を盛り上げる方策を考えていきたい

と思います。



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 14 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 5,628 5,776 7,867

1,104 964 2,310

106 228 112

① 972 957 1,134

34 40 157

53 56 59

3,359 3,531 4,095

人件費 4,095 4,410 4,725

② 0.65 0.7 0.75

③ 9,723 10,186 12,592

0 0 0

④

⑤ 9,723 10,186 12,592

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

普段あまりスポーツをしない人にスポーツを体験してもらったり、スポーツする人にも経験のない種目を体験して

もらうなど、からだを動かす楽しさを感じてもらいスポーツ実施者の増加を図ります。

事務の内容

スポーツ推進委員について、スポーツ推進委員の機関紙「マイスポーツ安城」だけでなく、生涯学習広報誌「あ

んてな」に紹介記事を掲載するなど、さまざまな手段を使いPRを行いました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

スポーツをするきっかけとなります。普段あまりスポーツしない市民の方が

4,095

委託料 976

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-1-1

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

772 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

□ 義務的

予算科目

起案者 亀井佳奈子

地域スポーツ振興事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（スポーツ推進委員）

その他 3,402

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2-1-①

329

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.65

臨時職員人件費　            　（千円）

46

負担金、補助及び交付金 96

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 10,299

年度 終期

6,204

需用費 1,578

役務費 106

10,299



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

地域スポーツ振興事業委

託（21件）

地域スポーツ振興事業

委託（21件）

地域スポーツ振興事業

委託（21件）

地域スポーツ振興事業委託

（21件）

成果指標 年度 平成26年度

地域スポーツ振興事業参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

9000

成果

目標

9000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

9000 9000

実績 10865 9331 9735

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

より多くの人に参加していただくために、極力負担を減らしていきたいと思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

委託費を少なくすることで、各地域での事業開催回数等が減り、参加者人数が減ってしまう可能性があ

り、スポーツ実施者の増加が見込めなくなるためです。

地域スポーツ振興事業

地域スポーツの推進を目的とする事業を統合することにより、成果の向上を期待することができると考えま

す。

市民地域スポーツ交流会開催事業

学校施設スポーツ開放事業 歩け・ランニング運動事業 地域スポーツ振興事業

①事業規

模・サービス

水準

スポーツ推進委員が年間で１００回以上のスポーツ行事を開催しており、各地域でスポーツ行事に参加で

きる機会を作っています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

第８次総合計画で掲げられている健幸都市の実現に寄与しているとともに、あんジョイプラン７で掲げてい

る介護予防等にも貢献しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

すでにスポーツ推進委員に委託をし、各地域でそれぞれ町内会等と協力し合いながら実施しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合型地域スポーツクラブ育成事業

毎年度目標数値を達成しています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

すでにスポーツ推進委員に委託をしており、事業の効率化を図ってます。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

市民が参加しやすいスポーツを検討していくなどし、成果指標である参加人数増に努めます。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

C 33年度までに廃止

広報あんじょうや市ホームページに地域行事などのスポーツに関する情報を積極的に掲載しＰＲをしま

す。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

毎年度、目標数値は達成していますが、増加傾向ではないため、より多くの市民にスポーツに興味を持っ

てもらえるように啓発をしていく必要があると考えます。

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

スポーツ推進委員による地域スポーツ振興は、地域の草の根的な活動であり、市のスポーツ振興になくてはな

らない事業です。

必要性が高い

見直し



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

有

無

無

平成 元 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 80 160 40

①

80 160 40

人件費 1,638 630 630

② 0.26 0.1 0.1

③ 1,718 790 670

0 0 0

④

⑤ 1,718 790 670

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

全国大会や西三河地区以上で、持ち回りで開催するスポーツ大会に対し、「安城市スポーツ振興補助金要綱」

に基づき運営経費の一部を補助します。

事務の内容 補助金交付団体に対し、事業会計の適切な使途について指導しました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

日ごろの成果やスポーツのきっかけとなる機会の充実を図りま

す。

競技スポーツに取り組む人、スポーツに関

心のある市民の方が

1,638

委託料

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-2-2

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的 □ 経常的 ■ 政策的

773 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係 起案者 石原久仁夫

スポーツ大会補助金管理事務 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令 安城市スポーツ振興補助金交付要綱

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

直営

第8次

2-2-⑨

329

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.26

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金 0

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 1,638

年度 終期

0

需用費

役務費

1,638



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

体育協会加盟団体スポー

ツ大会補助事業（2事業）

体育協会加盟団体ス

ポーツ大会補助事業（0

事業）

体育協会加盟団体ス

ポーツ大会補助事業（4

事業）

体育協会加盟団体スポーツ大

会補助事業（1事業）

成果指標 年度 平成26年度

補助金交付大会参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

1000

成果

目標

1000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

1000 1000

実績 1282 0 1640

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない □ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

補助金交付が主な事業となるため負担を求めることはできないと思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

補助金の減額等により、現行より成果が下がると思います。

総務事務

事務事業を統合する事で目的ごとに整理し、事務の改善を図ります。

スポーツ活動表彰・激励事業

ホームチームサポーター事業 スポーツ推進審議会運営事務 野外センター開放事業

①事業規

模・サービス

水準

これまでの事業実績から判断すると、適正な補助レベルではないかと考えられます。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

スポーツ振興計画の目標達成に貢献していると思います。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

補助事業であるので、委託はむずかしいと思います。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ大会補助金管理事務

スポーツ大会運営を補助することにより、競技スポーツ実施者同士のコミュニティと活力の向上につながっ

ています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

補助事業であるので、これ以上の事務の軽減はないと思います。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

補助金を交付することにより、成果の向上を図ることができていると思います。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

C 33年度までに廃止

他市の先進的な事業等、本市において取り入れることか可能かどうか含め、情報の収集等を行いたいと

思います。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

スポーツ選手の競技力向上と競技団体の育成に効果があることから、今後も継続してきたいと思います

が、より効果をあげるための検討をしなければならないと考えます。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

本市の競技団体が大会運営等をする上での補助事業として、今後も継続していきたいと思います。



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 元 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 9,731 10,408 10,408

① 8,531 9,208 9,208

1,200 1,200 1,200

人件費 189 315 315

② 0.03 0.05 0.05

③ 9,920 10,723 10,723

3,000 3,000 3,000

④

3,000 3,000 3,000

⑤ 6,920 7,723 7,723

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 3,349

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円） 3,349

その他　　　　　　　　          　（千円）

（千円）

事務事業の内容

（手段）

スポーツを始めるきっかけづくりとして、初心者を対象に３期に分けて、スクールと教室を開催します。

スクールは、体育協会に運営委託しており、体育協会が主催する教室と合わせて内容を決めています。委託

料と補助金でスクールと教室の運営を体育協会が行い、スポーツ振興の推進を図ります。

事務の内容 スクール、教室に多数参加している人たちを中心に、自主グループの組織化等行っています。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

第7次 4-5-1-4-2

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

きっかけとなるとともに、継続できるようになります。スポーツを始めようとしている市民の方が

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

189

委託料 8,671

使用料及び賃借料

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

774 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

0566-75-3535

内線

起案者 河村泰宏

スポーツスクール（教室）開催事業 決裁者 野畑　伸

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（NPO法人安城市体育協会）

2-1-②

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2-1-①

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.03

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金 1,200

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 6,711

年度 終期

9,871

需用費

役務費

10,060



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

目標

平成28年度計画

スポーツスクール開催業

務委託

スポーツ教室補助金交付

スポーツスクール開催業

務委託

スポーツ教室補助金交

付

スポーツスクール開催業

務委託

スポーツ教室補助金交

付

スポーツスクール開催業務委

託

スポーツ教室補助金交付

成果指標 年度 平成26年度

スポーツスクール・スポーツ教

室参加者

人

目標

活動実績

平成25年度実績

2100

成果

2100

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

2100 2100

実績 2242 2240 2395

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

□　いいえ



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

会場使用料や講師謝礼など一部受益者負担として徴収していますが、参加者のあまり負担とならない程

度と思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

事業費の削減はスクールの内容等に影響を及ぼし、スクール参加者の減少につながると思います。

競技スポーツ振興事業

競技スポーツの振興を目的とする事業を統合することにより、事業のスリム化を図ります。

スポーツ指導者育成事業

安城選手権大会事業 スポーツスクール（教室）開催事業 スポーツ観戦推進事業

①事業規

模・サービス

水準

スクールの種目、定員数等について、これまでの実績から判断すると適正な水準と考えます。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

普段スポーツを実施できない世代などをターゲットにすることで新たなスポーツ実施者の獲得、健幸都市

の体現を実施しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

現在、申込から運営まで全てをNPO法人安城市体育協会に委託しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ選手育成事業 自主スポーツグループ育成事業

平日の施設空き時間を利用したスクールの開催や子どもと一緒に楽しむスクールなど普段スポーツに親

しむことが難しい方も参加できるよう工夫しています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

スクール（教室）の運営をＮＰＯ法人安城市体育協会に委託しているので、事務の効率化・簡素化は不可

かと思います。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

高齢者や幼児と活動するスクールが多く、幅広い世代のニーズにあったスクール展開を検証する必要が

あります。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

C 33年度までに廃止

ニーズやライフスタイルに応じた新たなスクール種目の検討をしていきます。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

幅広い世代、ライフステージに応じたスポーツスクールの開催が今後は必要と考えます。

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

こどもから高齢者まで幅広いスポーツのニーズにこたえる事業として、今後も推進すべきと考えます。

必要性が高い

見直し



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 10 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 707 718 718

① 698 718 718

9

人件費 126 126 126

② 0.02 0.02 0.02

③ 833 844 844

0 0 0

④

⑤ 833 844 844

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

トップレベルの選手の技術やプレーを見ることで、スポーツの魅力や感動を感じることができます。また、技術指

導会などを開催し、ジュニアの技術力向上を図ります。

事務の内容

トップチームと中学校等との日程調整に時間がかかるので、できるだけ早い時期からの取り掛かりをすることが

重要です。

小学生チームにも参加してもらうことができました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

スポーツをみる楽しさを感じることができます。スポーツに興味・関心のある市民の方が

126

委託料 718

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-1-2

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的 □ 経常的 ■ 政策的

775 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係 起案者 河村泰宏

スポーツ観戦推進事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（NPO法人安城市体育協会）

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2-1-③

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.02

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 844

年度 終期

718

需用費

役務費

844



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

スポーツ観戦推進事業業

務委託

スポーツ観戦推進事業

業務委託

スポーツ観戦推進事業

業務委託

スポーツ観戦推進事業業務委

託

成果指標 年度 平成26年度

スポーツ観戦推進事業参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

100

成果

目標

300

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

300 300

実績 120 357 185

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

現在は、各競技団体を通じてトップアスリートを呼んでいるが、今後各マーケティングを利用して、プロ選

手等を呼ぶ場合などは、観戦料の検討が必要と思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

トップチームを呼ぶための事業費の削減は、事業のレベル低下につながるため困難かと思います。

競技スポーツ振興事業

競技スポーツの振興を目的とする事業を統合することにより、事業のスリム化を図ります。

スポーツ指導者育成事業

安城選手権大会事業 スポーツスクール（教室）開催事業 スポーツ観戦推進事業

①事業規

模・サービス

水準

これまでの事業実績から判断すると、適正な補助レベルではないかと考えられます。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

スポーツをみることは市民に感動や喜びを与え、健幸都市の体現に貢献していると思います。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

現在、NPO法人安城市体育協会に業務委託しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ選手育成事業 自主スポーツグループ育成事業

トップレベルのスポーツを間近で見る機会は市民のスポーツに興味関心を与え、スポーツ実施のきっかけ

づくりとして貢献しています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

事業運営をＮＰＯ法人安城市体育協会に委託しているため、事業の効率化・簡素化は不可かと思いま

す。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

トップレベルの競技の見る機会として、十分成果をあげていると思います。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

C 33年度までに廃止

地元ゆかりのアスリート等の発掘などいかにスポーツに関心をもってもらうかを検討していきたいと思いま

す。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

トップアスリートの中には安城市を代表する選手や身近な方も多く存在するため、アスリートの発掘など情

報提供が必要となります。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

「みるスポーツ」をいかに充実するかを念頭にいれながら、今後も継続していきたいと思います。



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

有

無

無

平成 14 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 2,167 1,711 1,999

①

1 1 2

2,166 1,710 1,997

人件費 2,331 2,331 2,961

② 0.37 0.37 0.47

③ 4,498 4,042 4,960

0 0 0

④

⑤ 4,498 4,042 4,960

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

国際大会、全国大会等に代表選手として出場する市民の活躍を激励するため、全国大会等激励金交付要綱

に基づき、激励金の交付を行っています。また、選手や指導者の功績をたたえ、励みになるよう全国大会等で

優秀な成績を残した選手やスポーツの普及・発展に寄与した人の表彰をしています。

事務の内容

激励金交付制度については、制度の周知を強化し、交付者の増加を図りました。

体育表彰制度については、体育協会加盟団体に照会して、優秀な成績を残した選手の把握に努めました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

国際大会、全国大会等に出場する際に励みとなります。各競技種目で活躍している市民の方が

2,331

委託料

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-2-1

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的 □ 経常的 ■ 政策的

776 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係 起案者 伊東夏紀

スポーツ活動表彰・激励事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令 安城市体躯表彰選考要綱、安城市全国大会等激励金交付要綱

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先

その他 1,812

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

直営

第8次

2-1-②

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.37

臨時職員人件費　            　（千円）

1

負担金、補助及び交付金

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 4,144

年度 終期

1,813

需用費

役務費

4,144



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

優秀選手等表彰

全国大会等出場激励金

交付

優秀選手等表彰

全国大会等出場激励金

交付

優秀選手等表彰

全国大会等出場激励金

交付

優秀選手等表彰

全国大会等出場激励金交付

成果指標 年度 平成26年度

優秀選手等表彰

件数

目標

活動実績

平成25年度実績

40

成果

全国大会等出場激励金交付 件数

目標

40

平成26年度実績 平成27年度実績

110

実績 183 158

40 40

110110

実績 65 58 66

204

110

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

対象の方へ激励金を渡すため、受益者負担はありません。

②受益者負

担

②事業費の

削減

年度ごとに申請者数に変動があり、スポーツ振興に繋がる事業のため削減は難しいと思います。

総務事務

事務事業を統合する事で目的ごとに整理し、事務の改善を図ります。

スポーツ活動表彰・激励事業

ホームチームサポーター事業 スポーツ推進審議会運営事務 野外センター開放事業

①事業規

模・サービス

水準

他市町村と比べての金額等に遜色はなく、平成２７年度から要綱を改正し、事務効率を図っています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

全国以上の大会出場への促進をすることで競技力の向上につながり、スポーツ継続することで健幸都市

の体現に貢献しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

NPO法人安城市体育協会でも、安城市体育協会加盟団体激励金制度を実施していますが、市として表

彰・激励金制度は継続していくべきと考えます。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ大会補助金管理事務

平成27年4月から要綱が改正されたため、交付者が増加しています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

表彰・激励金制度において、NPO法人安城市体育協会との連携を図り事業の効率化につなげています。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

要綱改正により、対象外であった大会も対象になるなど改善しており、成果向上の余地はあまりないと考

えます。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

C 33年度までに廃止

激励金制度の周知強化に取り組みます。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

激励金制度をより利用ただくための周知方法の検討が必要であり、近年競技種目が細かくなっているた

め、より適正に事務が行えるよう効率化をさらに検討する必要があります。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

スポーツ競技者にとって励みとなり、見る人、支えるひとにも生きがいとなりうるため、今後も継続していきたいと

思います。



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 14 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 716 808 808

① 716 808 808

人件費 945 945 945

② 0.15 0.15 0.15

③ 1,661 1,753 1,753

0 0 0

④

⑤ 1,661 1,753 1,753

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

体育協会加盟団体及びスポーツ少年団が実施するジュニア選手対象の技術指導会や競技会などを支援し、

競技力の向上とスポーツの楽しさを広げることを目的に体育協会に業務委託して実施します。

事務の内容

体育協会加盟団体のすべてで競技会や指導会が開催されるとともに、より効果の高い内容となるよう体育協会

加盟団体に働きかけを行いました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

スポーツをする励みや競技力の向上につながります。ジュニアのスポーツ選手が

945

委託料 808

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-2-2

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的 □ 経常的 ■ 政策的

777 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係 起案者 武内雅子

スポーツ選手育成事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（NPO法人安城市体育協会）

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2-1-⑨

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.15

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 1,753

年度 終期

808

需用費

役務費

1,753



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

ジュニア選手育成事業業

務委託

ジュニア選手育成事業業

務委託

ジュニア選手育成事業業

務委託

ジュニア選手育成事業業務委

託

成果指標 年度 平成26年度

ジュニア選手育成事業参加者 人

目標

活動実績

平成25年度実績

3800

成果

目標

3800

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

3800 3800

実績 4755 4756 5397

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

ＮＰＯ法人安城市体育協会への委託料を超える分について、負担金徴収の可否の判断は協会に一任し

たいと思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

委託料の削減により、競技会や指導会が十分に開催されなくなり、育成事業参加者が減少してしまう可能

性があります。

競技スポーツ振興事業

競技スポーツの振興を目的とする事業を統合することにより、事業のスリム化を図ります。

スポーツ指導者育成事業

安城選手権大会事業 スポーツスクール（教室）開催事業 スポーツ観戦推進事業

①事業規

模・サービス

水準

ＮＰＯ法人安城市体育協会に加盟するほとんどの競技団体において、ジュニア育成が行われており、適

正な事業規模・サービス水準と考えます。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

次世代を担うジュニア選手の指導を行うことで、競技力向上やスポーツの振興に期待できます。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

現在、ＮＰＯ法人安城市体育協会に委託をしています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ選手育成事業 自主スポーツグループ育成事業

育成事業の参加者は増加傾向にあり、特に27年度は大幅な増加がありました。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

現在、ＮＰＯ法人安城市体育協会に委託をしているため、これ以上の効率化・簡素化は見込めないと考え

ます。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

これまでの実績を鑑みると、十分な成果をあげていると思います。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

C 33年度までに廃止

質の高い指導者の育成のため、指導者講習会への参加促進をします。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

ジュニアのスポーツ選手育成は、スポーツ競技力の向上だけでなく、マナー教育の場としても有効です。

継続的な事業実施をする中で、質の高い指導者の育成が不可欠かと思います。

 

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

次代を担うジュニアの育成は、スポーツ振興に欠かせないもので今後も維持継続していきたいと考えています。



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 14 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 578 827 827

① 578 827 827

人件費 567 630 630

② 0.09 0.1 0.1

③ 1,145 1,457 1,457

0 0 0

④

⑤ 1,145 1,457 1,457一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 1,286

年度 終期

719

需用費

役務費

1,286

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.09

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2-1-④

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（NPO法人安城市体育協会）

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

起案者 河村泰宏

スポーツ指導者育成事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

778 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-3-2

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

自信を持って、スポーツ指導ができるようになります。スポーツ指導者の市民が

567

委託料 719

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

スポーツを指導する方の知識や資質の向上を目的に実施します。８講座程度で社会学、栄養学、AED等を学

習します。体育協会委託事業として開催しており、指導者認定期間を３年間としています。

事務の内容

スポーツ指導者養成講習会の参加者を増やすため、広報あんじょう、ホームページでの募集だけでなく、ス

ポーツ推進委員、スポーツ少年団指導者へ直接案内するなどPRの強化を行いました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

実績 48 63 71

30

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

30 30

スポーツ指導者養成講習会参

加者

人

目標

活動実績

平成25年度実績

30

成果

目標

平成28年度計画

スポーツ指導者養成講習

会開催業務委託

スポーツ指導者養成講

習会開催業務委託

スポーツ指導者養成講

習会開催業務委託

スポーツ指導者養成講習会開

催業務委託

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

体罰問題など、指導者のおかれている立場を把握した講習プログラムを組む必要があると思います。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

ＮＰＯ法人安城市体育協会に事業を委託しているため、事業の効率化・簡素化は不可かと思います。

スポーツ指導者養成講習会を開催し、スポーツ指導者が正しい知識を身につけることができるよう幅広い

講座を実施しています。

②成果向上

の余地

現在、NPO法人安城市体育協会に委託しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ選手育成事業 自主スポーツグループ育成事業

指導者を育成することで参加する市民がよりスポーツを楽しむことができることは、健幸都市の実現に貢献

していると思われます。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

①事業規

模・サービス

水準

大学教授などによる公開講座を実施するなど、事業規模の縮小にならないよう努めています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

質の高い講習会の実現を実施するためには事業費の削減は困難かと思います。

競技スポーツ振興事業

競技スポーツの振興を目的とする事業を統合することにより、事業のスリム化を図ります。

スポーツ指導者育成事業

安城選手権大会事業 スポーツスクール（教室）開催事業 スポーツ観戦推進事業

②事業費の

削減

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

レベルの高い講習会を開催するため、参加者から一部負担として参加費を徴収するのはやむなしと考え

ます。

②受益者負

担

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

優れたスポーツ選手を育成するには、優れた指導者を育成する必要があり今後も指導者育成事業を継続して

いきたいと思います。

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

今後は、資格取得後の展開について検討が必要だと考えています。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

C 33年度までに廃止

資格取得者を増やすため、指導者養成講習会のＰＲ方法について検討していきたいと思います。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

有

無

平成 17 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 408 440 471

26 36

① 400 400 400

6 8 13

2 6 22

人件費 1,764 1,260 1,890

② 0.28 0.2 0.3

③ 2,172 1,700 2,361

0 0 0

④

⑤ 2,172 1,700 2,361一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 2,169

年度 終期

405

需用費

役務費

2,169

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.28

臨時職員人件費　            　（千円）

5

負担金、補助及び交付金

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2-1-②

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（スポーツ推進委員を中心とした地域の組織）

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁 平成１７年１２月定例議会一般質問：総合型地域スポーツクラブの取り組み、行政の支援及びその後の運営構想

起案者 石原久仁夫

総合型地域スポーツクラブ育成事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

779 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-4-１

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

地域で気軽にスポーツ、健康づくり教室等に参加できます。スポーツに親しみたいと考える市民が

1,764

委託料 400

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

スポーツ推進計画に基づき新しいスポーツ環境として提案された「総合型地域スポーツクラブ」育成に取り組み

ます。

事務の内容 ＡＮＪＯほくぶみんスポクラブの打ち合わせ等に参加し、活動状況等の把握をしました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

実績 8047 8520 8077

7000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

7000 7000

総合型地域スポーツクラブ主

要事業参加者

人

目標

活動実績

平成25年度実績

7000

成果

目標

平成28年度計画

総合型地域スポーツクラ

ブ振興業務委託

総合型地域スポーツクラ

ブ振興業務委託

総合型地域スポーツクラ

ブ振興業務委託

総合型地域スポーツクラブ振

興業務委託

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

総合型地域スポーツクラブについて、内容等を広く周知するなどして普及促進を進めます。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

総合型地域スポーツクラブにすべて委託しているので、事務の効率化・簡素化は不可かと思います。

現在、立上げを進めている南部・祥南小学区の総合型地域スポーツクラブについて、順調に進行してま

す。

②成果向上

の余地

すでに活動しているクラブにおいて、スポーツ推進委員を中心にクラブ運営が行われています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合型地域スポーツクラブ育成事業

安城市スポーツ振興計画の全体目標、成人の週1回以上のスポーツ実施率等に良い影響を及ぼすものと

期待しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

①事業規

模・サービス

水準

これまでの事業実績から判断すると、適正な事業規模・サービス水準ではないかと考えます。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

委託料をカットすれば、その分成果水準も下がる可能性が高いと思います。

地域スポーツ振興事業

地域スポーツの推進を目的とする事業を統合することにより、成果の向上を期待することができると考えま

す。

市民地域スポーツ交流会開催事業

学校施設スポーツ開放事業 歩け・ランニング運動事業 地域スポーツ振興事業

②事業費の

削減

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

クラブの自主性を重視し、市からの委託分を超えた事業に対する負担金徴収の是非はクラブに任せたい

と思います。

②受益者負

担

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

総合型地域スポーツクラブは、地域の住民のスポーツ振興だけでなく、地域コミュニティの向上等に寄与し地

域の活性化につながるものと思います。スポーツ課としても、スポーツを通じて市民の健康促進に貢献したいと

考えています。

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

現在、民間を含めて総合型地域スポーツクラブは市内に2団体活動しています。そして、1つの中学校区

で立上げ準備中ということですが、さらに今後、増やしていくためにＰＲ等周知活動はもとより、地域でのス

ポーツ振興をより高める必要があると思います。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

C 33年度までに廃止

南部・祥南小学校区でのクラブ立上げをサポートしつつ、他の地域においても立上げの機運を高めるた

めの方策等を検討していきたいと思います。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 23 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 6,259 6,428 6,428

① 5,909 6,078 6,078

350 350 350

人件費 315 819 819

② 0.05 0.13 0.13

③ 6,574 7,247 7,247

0 0 0

④

⑤ 6,574 7,247 7,247

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

（千円）

事務事業の内容

（手段）

ＮＰＯ安城市体育協会の各競技団体は、定期的な大会や指導者講習会等多くの行事を開催し、市民の健康

づくり、仲間づくりや競技力向上に貢献しています。

スポーツ少年団の活動は、毎週１～2回それぞれのスポーツ種目を実施し、スポーツを通じて心と体を鍛えてい

ます。また、スポーツ少年団の意義として、こどもの居場所づくりになっています。

事務の内容 スポーツ少年団の主体的な活動について、協議を行いました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

第7次 4-5-1-2-2

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

スポーツする励みになり、スポーツ活動が盛んになります。スポーツ愛好者及び指導者が

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

315

委託料 6,078

使用料及び賃借料

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

780 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

0566-75-3535

内線

起案者 武内雅子

自主スポーツグループ育成事業 決裁者 野畑　伸

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（NPO法人安城市体育協会）

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2-1-⑨

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.05

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金 350

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 6,743

年度 終期

6,428

需用費

役務費

6,743



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

目標

平成28年度計画

スポーツ振興事業業務委

託

スポーツ振興事業業務

委託

スポーツ振興事業業務

委託

スポーツ振興事業業務委託

成果指標 年度 平成26年度

体育協会会員 人

目標

活動実績

平成25年度実績

10000

成果

10000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

10000 10000

実績 13714 13323 12950

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

□　いいえ



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

ＮＰＯ法人安城市体育協会への委託料を超える分について、負担金徴収の可否の判断は協会に一任し

たいと思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

委託費を削減することで大会や講習会の回数が減少し、会員数が減ってしまう可能性があり、スポーツ実

施者の増加が見込めなくなる恐れがあります。

競技スポーツ振興事業

競技スポーツの振興を目的とする事業を統合することにより、事業のスリム化を図ります。

スポーツ指導者育成事業

安城選手権大会事業 スポーツスクール（教室）開催事業 スポーツ観戦推進事業

①事業規

模・サービス

水準

ＮＰＯ法人安城市体育協会に加盟する各競技団体において、選手･指導者の育成等が行われており、着

実にグループの組織力向上につながっています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

市民の健康増進や競技力向上のため、多くの行事を開催しています。また、スポーツ少年団は、スポーツ

競技力の向上だけでなく、地域に根ざした教育の場として有効です。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

現在、ＮＰＯ法人安城市体育協会に一部事業の委託を行っています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ選手育成事業 自主スポーツグループ育成事業

目標を大幅に超える会員数を達成しています。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

ＮＰＯ法人安城市体育協会に一部を委託してますので、事業の効率化・簡素化は不可と考えます。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

会員数に関していえば、年々わずかながら減少傾向となっていますが、十分成果があると考えています。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

C 33年度までに廃止

ホームページを使って、活動状況や情報の発信等を行っていきます。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

毎年度目標数値は達成していますが、減少傾向にあるため、スポーツに親しみ、活動をしていくために会

員の増加を図る必要があると考えます。

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

事業は今まで通り行い、課題の改善に取り組み、スポーツ活動の発展を図ります。

必要性が高い

見直し



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 19 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 2,082 1,823 2,177

982 626 636

① 1,085 1,184 1,475

15 13 66

人件費 2,016 2,835 3,150

② 0.32 0.45 0.5

③ 4,098 4,658 5,327

0 0 0

④

⑤ 4,098 4,658 5,327

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）

事務事業の内容

（手段）

昭和23年から行われていた市民体育大会中央大会の開催種目見直しをスポーツ推進委員と体育協会で行っ

た結果、平成19年度から中央大会を廃止し、新たな地域のスポーツ環境づくりとして、「市民地域スポーツ交流

会」に移行しました。中学校区を中心とするエリアにおいて、スポーツ推進委員を中心に既成団体と連携し多く

の市民が参加しやすい交流会を開催します。

事務の内容

交流会の内容充実のため、スポーツ推進委員に対し交流会開催の趣旨や委託料の使途について、理解を深

めるための説明を行いました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

身近な場所でスポーツを親しむようになります。スポーツをしたいと考えている市民の方が

2,016

委託料 1,286

使用料及び賃借料

（千円）

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-1-1

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的 □ 経常的 ■ 政策的

781 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係 起案者 亀井佳奈子

市民地域スポーツ交流会開催事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 その他（スポーツ推進委員）

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2-1-①

331

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0.32

臨時職員人件費　            　（千円）

11

負担金、補助及び交付金

一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 3,858

年度 終期

1,842

需用費 545

役務費

3,858



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

平成28年度計画

市民地域スポーツ交流会

運営業務委託

市民地域スポーツ交流

会運営業務委託

市民地域スポーツ交流

会運営業務委託

市民地域スポーツ交流会運営

業務委託

成果指標 年度 平成26年度

市民地域スポーツ交流会参加

者

人

目標

活動実績

平成25年度実績

4400

成果

目標

4400

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

4400 4400

実績 4035 3494 2850

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

□ 順調 ■ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

□ ない ■ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(3)公平性

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

事業を継続し、より多くの人に参加していただくため、極力負担を減らしていく必要があると思います。

②受益者負

担

②事業費の

削減

委託費を少なくすることで、各地域での事業開催回数等が減り、参加者人数が減ってしまう可能性があ

り、スポーツ実施者の増加が見込めなくなります。

地域スポーツ振興事業

地域スポーツの推進を目的とする事業を統合することにより、成果の向上を期待することができると考えま

す。

市民地域スポーツ交流会開催事業

学校施設スポーツ開放事業 歩け・ランニング運動事業 地域スポーツ振興事業

①事業規

模・サービス

水準

他市町に比べて、スポーツ推進委員が全面的に事業受託し、地域に根ざしたスポーツ行事が開催されて

います。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

第８次総合計画で掲げられている健幸都市の実現に寄与しているとともに、あんジョイプラン７で掲げてい

る介護予防等にも貢献しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

すでにスポーツ推進委員に委託をし、各地域でそれぞれ町内会等と協力し合いながら実施しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合型地域スポーツクラブ育成事業

成果指標の目標を達成していません。

②成果向上

の余地

③事業の効

率化・簡素

化

すでにスポーツ推進委員に委託をし、事業の効率化を図っています。

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

市民が参加しやすいスポーツを検討していくなどし、成果指標である参加人数増を見込める可能性があり

ます。

③上位施策

への貢献度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

C 33年度までに廃止

広報あんじょうや市ホームページに地域行事などのスポーツに関する情報を積極的に掲載しＰＲします。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

参加者人数が減少傾向にあるため、より多くの市民にスポーツに興味を持ってもらえるように啓発をしてい

く必要があると考えます。

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

地域住民のもっとも身近なスポーツするきっかけ作りとして、今後も推進していきたいと考えています。



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ ■

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 5

□ 該当 ■

□ 該当 ■

無

無

無

平成 27 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 0 7 2,500

5

① 2,500

2

人件費 0 1,260 3,780

② 0.2 0.6

③ 0 1,267 6,280

0 0 0

④

⑤ 0 1,267 6,280一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 0

年度 終期

0

需用費

役務費

0

331

正規職員　　　　　　　          　　（人）

臨時職員人件費　            　（千円）

負担金、補助及び交付金

その他

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

2-3-①

第8次

2-1-③

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 実行委員会

2-1-⑤

実施期間 開始

保健体育総務費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第２次安城市スポーツ振興計画

根拠法令

議会答弁

起案者 河村泰宏

安城市ホームチームサポーター事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

1116 生涯学習部スポーツ課スポーツ振興係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-1-2

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

地元の企業トップチームを応援することにより、より身近にスポー

ツに親しめるようになります。

スポーツに関心のある市民の方が

0

委託料

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

安城市をホームタウンとする全国レベルの企業チームを市民サポーターが応援することで、スポーツ活動の

きっかけづくりや本市を全国へＰＲする機会の充実を図ります。また、技術指導会等を開催することで、ジュニア

世代の競技力向上、技術向上につなげ次世代を担うトップアスリートの育成を図ります。

事務の内容 平成28年5月に安城市ホームチームサポーター事業の立ち上げを宣言する「キックオフ式」を開催しました。

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 0

国庫・県支出金　　　          　（千円）

受益者負担金　　　         　　（千円）

その他　　　　　　　　          　（千円）



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

□　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

■　該当

しない

□　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

□　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

実績

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

3

安城市をホームチームとする

全国レベルの企業チーム

チーム数

目標

活動実績

平成25年度実績

成果

目標

平成28年度計画

事業検討会議開催(4回） 実行委員会開催(４回）

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

□ ない ■ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

□ ある □ 適正 □ □ 過小

■ ない ■ 問題ない □

■ 有 □ 見直し

□ 拡充

■ 縮小・統合

目標 28 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

現段階は、計画段階であり事業を進めていく中で成果をあげるための検討をしていきたいと思います。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

立ち上げたばかりの事業で実績がないので、事業を進めていく中で検証していきたいと思います。

事業実施に向けた検討会議を開催し、実行委員会の発足することができました。

②成果向上

の余地

すでに実行委員会を立ち上げ、すべて委託しています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

スポーツ大会補助金管理事務

重点施策である起業とのスポーツ連携の強化に大いに貢献するものと期待しています。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

ホームチームサポーター事業 スポーツ推進審議会運営事務 野外センター開放事業

①事業規

模・サービス

水準

他の自治体にあまり例のない事業ですので、比較検討できませんが、事業を進めていく中で検証していき

たいと思います。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

総務事務

事務事業を統合する事で目的ごとに整理し、事務の改善を図ります。

スポーツ活動表彰・激励事業

②事業費の

削減

立ち上げたばかりの事業で実績がないので、事業を進めていく中で検証していきたいと思います。

②受益者負

担

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

地元企業チームをサポートする事業という趣旨から、受益者負担にはなじまないと考えます。

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 28 年度

□ ■

目標 0 年度 □

□

今年度からの新規事業ですが、本市が全国的にスポーツを推進しているということをアピールできたらと考えて

います。

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

今年度から新規立上げ事業のため、事業ＰＲなど周知方法の検証が必要です。

C 33年度までに廃止

チームを市民に広く周知し、応援できる仕組みづくりを検討していきます。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ □

■ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 15

■ 該当 □

□ 該当 ■

有

無

無

昭和 41 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 172,447 435,524 367,666

23,901 28,801 41,646

35 332 868

① 25,950 65,467 57,434

4,424 4,424 5,713

21,620 9,686 6,337

96,517 326,814 255,668

人件費 8,151 6,815 6,300

② 1 1 1

1,851 515 0

③ 180,598 442,339 373,966

47,002 62,422 22,540

④ 0 0 0

25,834 26,254 22,540

21,168 36,168 0

⑤ 133,596 379,917 351,426一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 152,591

年度 終期

170,759

需用費 45,549

役務費 37

178,953

335

正規職員　　　　　　　          　　（人） 1

臨時職員人件費　            　（千円） 1,894

4,424

負担金、補助及び交付金 12,089

その他 63,176

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2－2－①

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 ＮＰＯ法人安城市体育協会

実施期間 開始

体育施設管理費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令 スポーツ基本法

議会答弁

起案者 籠瀬博敬

屋外体育施設管理事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

784 生涯学習部スポーツ課施設管理係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-5-1

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

気軽に安心して施設の利用をすることかできる。市民(利用者)が

8,194

委託料 45,484

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

市民が気軽にスポーツを楽しむことができる施設として、施設の管理運営を行います。

事務の内容 施設の利用受付、施設の適正管理、施設設備の修繕等

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 26,362

国庫・県支出金　　　          　（千円） 0

受益者負担金　　　         　　（千円） 26,194

その他　　　　　　　　          　（千円） 168



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

■　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

□　該当

しない

■　該当する

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

■　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

実績 281,934 281,878 270,077

356,000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

356,000 288,000

施設利用者数 人

目標

活動実績

平成25年度実績

349,000

成果

目標

平成28年度計画

年間利用計画の調整の

実施

テニスコート人工芝改修

工事の実施

テニスコート夜間照明設

備更新工事の実施

陸上競技場夜間照明設

備改修工事の実施

年間利用計画の調整の

実施

野球場グラウンド改修工

事の実施

グラウンドゴルフ場整備

工事の実施

陸上競技場音響設備修

繕の実施

年間利用計画の調整の

実施

陸上競技場改修工事の

実施

和泉公園高架下駐車場

整備工事の実施

陸上競技場スリットカメラ

修繕の実施

年間利用計画の調整の実施

ソフトボール場Ａ球場改修工

事の実施

和泉公園運動広場防球ネット

等改修工事の実施

テニスコート本部席屋根修繕

の実施

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

□ 順調 ■ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

□ 不可能 ■ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

■ ない □ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

□ 縮小・統合

目標 33 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

総合運動公園内の駐車台数に限度があり、大会等の催しの開催調整を行っているため、利用者の大幅

な増加は難しいと考えています。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

安易に事業の効率化・簡素化を行うことは、市民サービスの低下につながり、困難であると考えています。

②成果向上

の余地

目標値の達成ができていないので不十分としますが、利用調整をしなければならない事情もありやむを得

ないと考えています。

体育館やスポーツセンターを含めて、総合運動公園全体の管理運営の外部委託、指定管理者制度の導

入を進める必要があります。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合計画の健幸都市の具現化のためにも、市民が快適にスポーツに親しめる環境を保つことが重要であ

り、屋外スポーツ施設の適切な施設管理が必要です。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

①事業規

模・サービス

水準

隣の刈谷市の屋外スポーツ施設と比較しても、著しい差異はないことから、適正であると考えています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

スポーツ施設自体の統廃合がない限り、効果の向上はないと考えます。

②事業費の

削減

施設が老朽化していくなか、修繕や改修を要する箇所が増えていくことから、事業費の削減は困難である

と考えています。

平成26年度に実施された調査結果では、適正範囲を少し超える結果で、見直しの必要はなしとなってお

り、適正と考えています。

②受益者負

担

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 33 年度

□ □

目標 0 年度 □

□

拡充

施設の老朽化により、設備等の修繕･改修が増えますが、適切な対応を行うことにより、できる限り事業費の節

約を行っていきます。

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

駐車台数に制限があることから、利用者数を大幅に増やすことは難しく、利用者の満足度を高めるための

対応ができるよう、研修等により職員の資質向上を図る必要があると考えています。

現状維持

C 33年度までに廃止

職員研修の充実を図っていきます。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ □

■ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 20

■ 該当 □

□ 該当 ■

有

無

無

昭和 54 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 65,309 83,320 100,014

25,774 21,116 23,219

820 900 1,241

① 16,882 34,356 68,394

980 988 1,142

11,715 0 0

9,138 25,960 6,018

人件費 48,435 42,335 40,816

② 7 6 6

4,335 4,535 3,016

③ 113,744 125,655 140,830

22,347 23,412 20,035

④ 0 0 0

21,404 22,510 19,075

943 902 960

⑤ 91,397 102,243 120,795一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 71,907

年度 終期

53,775

需用費 22,520

役務費 1,032

96,007

335

正規職員　　　　　　　          　　（人） 6

臨時職員人件費　            　（千円） 4,432

994

負担金、補助及び交付金 12,071

その他 9

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2－2－①

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 ＮＰＯ法人安城市体育協会

実施期間 開始

体育館管理費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令 スポーツ基本法

議会答弁

起案者 籠瀬博敬

体育館施設管理事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

785 生涯学習部スポーツ課施設管理係

□ 義務的

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-5-1

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

気軽に安心して施設の利用をすることかできる。市民(利用者)が

42,232

委託料 17,149

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

市民が気軽にスポーツを楽しむことができる施設として、施設の管理運営を行います。

事務の内容 施設の利用受付、施設の適正管理、施設設備の修繕等

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 24,100

国庫・県支出金　　　          　（千円） 0

受益者負担金　　　         　　（千円） 23,199

その他　　　　　　　　          　（千円） 901



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

□　該当

しない

■　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

■　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

■　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

実績 224,570 211,481 191,095

207,000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

207,000 216,000

施設利用者数 人

目標

活動実績

平成25年度実績

202,000

成果

目標

平成28年度計画

年間利用計画の調整の

実施

アリーナカーテン取替修

繕の実施

埋設ガス管修繕の実施

年間利用計画の調整の

実施

講師控室空調機取替修

繕の実施

年間利用計画の調整の

実施

直流電源装置保全更新

工事の実施

受電設備ＶＣＢ修繕の実

施

剣道場床修繕の実施

年間利用計画の調整の実施

体育館大規模改修設計の実

施

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

□ 順調 ■ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

□ 不可能 ■ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

■ ない □ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

□ 縮小・統合

目標 33 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

総合運動公園内の駐車台数に限度があり、大会等の催しの開催調整を行っているため、利用者の大幅

な増加は難しいと考えています。

③上位施策

への貢献度

(2)効率性

①民間活力

等の活用

③事業の効

率化・簡素

化

安易に事業の効率化・簡素化を行うことは、市民サービスの低下につながり、困難であると考えます。

②成果向上

の余地

目標値の達成ができていないので不十分としますが、利用調整をしなければならない事情もありやむを得

ないと考えています。

体育館単体でなく、総合運動公園全体の管理運営の外部委託、指定管理者制度の導入を進める必要が

あります。

再編後の事務事業

総合計画の健幸都市の具現化のためにも、市民が快適にスポーツに親しめる環境を保つことが重要であ

り、体育館の適切な施設管理が必要です。

①事業規

模・サービス

水準

隣の刈谷市でも、体育場（アリーナ）を保有する施設は、同様に2ヶ所あるなど、適正であると考えていま

す。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

スポーツ施設自体の統廃合がない限り、効果の向上はないと考えています。

既存の事務事業

②事業費の

削減

施設が老朽化していくなか、修繕や改修を要する箇所が増えていくことから、事業費の削減は困難である

と考えています。

②受益者負

担

過大

検討必要

平成26年度に実施された調査結果では、適正範囲を少し超えるとの結果になりましたが、見直しの必要

なしと判定されており、適正であると考えています。

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 33 年度

□ □

目標 0 年度 □

□

施設の老朽化により、設備等の修繕･改修が増えますが、適切な対応を行うことにより、できる限り事業費の節

約を行っていきます。

主管課評価

（再掲）

必要性が低い 必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

C 33年度までに廃止

職員研修の充実を図っていきます。

事業の必要性

改善の必要性

現状維持

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

駐車台数に制限があることから、利用者数を大幅に増やすことは難しく、利用者の満足度を高めるための

対応ができるよう、研修等により職員の資質向上を図る必要があると考えています。

評価の総括

D 廃止困難



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ □

■ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 25

■ 該当 □

□ 該当 ■

有

無

無

平成 11 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 67,244 87,283 124,254

4,710 14,051 45,400

93 100 104

① 59,500 67,607 78,350

0 0 0

2,063 2,041 0

878 3,484 400

人件費 0 0 0

② 0 0 0

0 0 0

③ 67,244 87,283 124,254

801 851 500

④ 0 0 0

801 851 500

0 0 0

⑤ 66,443 86,432 123,754一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 70,419

年度 終期

71,287

需用費 4,882

役務費 96

71,287

336

正規職員　　　　　　　          　　（人） 0

臨時職員人件費　            　（千円） 0

0

負担金、補助及び交付金 1,218

その他 798

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

全部委託

第8次

2－2－①

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 ㈱愛知スイミング

実施期間 開始

レジャープール管理費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令 スポーツ基本法

議会答弁

起案者 籠瀬博敬

レジャープール施設管理事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

783 生涯学習部スポーツ課施設管理係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-5-1

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

気軽に安心して施設の利用をすることかできる。市民(利用者)が

0

委託料 64,293

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

市民が気軽にスポーツを楽しむことができる施設として、施設の保全を行います。

事務の内容 適正な施設の運営管理のための指定管理者へのモニタリング、施設設備の修繕等

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 868

国庫・県支出金　　　          　（千円） 0

受益者負担金　　　         　　（千円） 868

その他　　　　　　　　          　（千円） 0



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

■　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

□　該当

しない

■　該当する

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

■　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

□　いいえ

実績 204,668 199,383 218,146

292,000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

292,000 204,000

施設利用者数 人

目標

活動実績

平成25年度実績

286,000

成果

目標

平成28年度計画

指定管理者制度の導入

による管理

吸収式冷凍機修繕の実

施

指定管理者制度の導入

による管理

天井裏箱樋取替修繕の

実施

指定管理者制度の導入

による管理

ウォータースライド補修修

繕の実施

電話設備更新修繕の実

施

指定管理者制度の導入による

管理

中央制御盤更新修繕の実施

照明環境制御システム本体改

修修繕の実施

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

■ ない □ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

有 □ 見直し

□ 拡充

□ 縮小・統合

目標 年度

■ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

指定管理者制度を導入し、既に民間委託していることから、向上する余地は少ないと考えています。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

既に指定管理者制度を導入しており、事業の効率化･簡素化は難しいと考えています。

平成28年度の目標値を平成27年度時点で達成しており、一定の成果が出ていると考えています。

②成果向上

の余地

既に指定管理者制度の導入を行っています。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合計画の健幸都市の具現化のためにも、市民が快適にスポーツに親しめる環境を保つことが重要であ

り、レジャープールの適切な施設管理が必要です。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

①事業規

模・サービス

水準

隣の刈谷市でも、プール施設は複数あり、適正であると考えています。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

スポーツ施設自体の統廃合がない限り、効果の向上はないと考えています。

②事業費の

削減

施設が老朽化していくなか、修繕や改修を要する箇所が増えていくことから、事業費の削減は困難である

と考えています。

②受益者負

担

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

平成26年度に実施された調査結果では、適正範囲内と判断されており、適正であると考えています。

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ □ 目標

□ □ 平成 0 年度

□ □

目標 0 年度 ■

□

施設の老朽化により、設備等の修繕･改修が増えますが、適切なモニタリングを行うことにより、利用者の満足度

の高い施設運営を行っていきます。

必要性が高い

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

利用者の満足度を高めるよう、指定管理者への適切なモニタリングを実施する必要があると考えていま

す。

C 33年度までに廃止

月１回の定例ミーティング以外にも、施設に出向きモニタリングの機会を増やします。

事業の必要性

改善の必要性

必要性が低い

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

事業番号 所属

事業名

□ □ □ □

□ □ □ □

■ □ □ □

□ □ □ □

Ｐｌａｎ【事業概要】

会計

款 50

項 30

目 30

■ 該当 □

□ 該当 ■

有

無

無

平成 13 平成 年度 ■　なし

Ｄｏ【事業費（千円）、事業実績（活動・成果）】

平成25年度 平成27年度 平成28年度

実績 実績 予算

事業費 203,610 209,188 238,399

85,545 105,180 117,599

362 284 445

① 105,968 100,088 104,938

568 608 612

0 0 0

11,167 3,028 14,805

人件費 14,008 7,700 9,420

② 2 1 1

1,408 1,400 3,120

③ 217,618 216,888 247,819

53,361 55,333 51,450

④ 0 0 0

52,065 54,026 51,108

1,296 1,307 342

⑤ 164,257 161,555 196,369一般財源（③－④）　　　　　　　               （千円） 158,956

年度 終期

196,263

需用費 96,462

役務費 283

210,320

336

正規職員　　　　　　　          　　（人） 2

臨時職員人件費　            　（千円） 1,457

581

負担金、補助及び交付金 0

その他 1,510

年間経費（①＋②）　　　　　 　            　　（千円）

検査・審査・監査

その他施設設計・建設

一部委託

第8次

2－2－①

調査・研究

広報・普及啓発 補助・助成・手当・サービス給付

委託先 ㈱愛知スイミング、㈱日本空調サービス

実施期間 開始

スポーツセンター管理費

企画計画立案

内部管理

施設管理

育成・支援・相談

窓口、受付

イベント・講座

総合計画以外の計画 第2次安城市スポーツ振興計画

根拠法令 スポーツ基本法

議会答弁

起案者 籠瀬博敬

スポーツセンター施設管理事業 決裁者 野畑　伸

陳情・市民要望

実施方法

□ 経常的 ■ 政策的

782 生涯学習部スポーツ課施設管理係

事務事業の

分類

総合計画体系

一般会計

事業区分

連絡先 0566-75-3535

内線

□ 義務的

予算科目

H28当初予算説明書該当ﾍﾟｰｼﾞ

規制、指導

徴収・収納

用地取得・処分

現業業務

教育費

保健体育費

実施計画

非該当

非該当

市長マニフェスト

第7次 4-5-1-5-1

求める成果

（目的）

誰（受益者）が ～になる

気軽に安心して施設の利用をすることかできる。市民(利用者)が

14,057

委託料 97,427

使用料及び賃借料

（千円）

事務事業の内容

（手段）

市民が気軽にスポーツを楽しむことができる施設として、施設の管理運営を行います。

事務の内容 施設の利用受付、施設の適正管理、施設設備の修繕等

年間事業費

等推移

No 区分

平成26年度

実績

歳出

歳入

特定財源（市税等の一般財源以外）　　　  （千円） 51,364

国庫・県支出金　　　          　（千円） 0

受益者負担金　　　         　　（千円） 50,064

その他　　　　　　　　          　（千円） 1,300



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

単位 平成25年度 平成27年度 平成28年度

Ｃｈｅｃｋ【事業評価】

（１）　「事業の必要性」の検証・評価

■ E　継続

□ 廃止 □ A 直ちに廃止

□ B 30年度までに廃止

□ C 33年度までに廃止

目標 年度

□ D 廃止困難（必要性を再評価）

　※④で、Ａ～Ｄのいずれを選択した場合も、⑤は必須。

　　　 ⑤記載後 Ａ～Ｃを選択している場合 →　　Action【今後の方向性】へ

Ｄを選択している場合 →　　２「改善の必要性」の検証・評価以降、すべて記載

■　はい

※２ 「改善の必要性」の

評価へ

必要性が高い

□　社会情勢の変化等により市民ニーズの必要性が低下して

　　いる事業や市民ニーズを把握しておらずニーズが不明な

　　事業である

□　該当

しない

■　該当する

□　いいえ

(1)必要性

①行政関与

の必要性

④「事業の必要性」

の評価

■　いいえ

□　はい

④「事業の必要性」

の評価

義務的な事務事業及び経常的な事務事業か

■　国・県・民間事業者等が同様のサービスを行っている

②特定項目

⑤事業を廃止した場合の

影響・廃止困難な理由な

ど

必要性が低い

③第８次総

合計画との

関連性

第８次総合計画に体系付けられているか

実績 196,293 194,453 202,943

252,000

平成26年度実績 平成27年度実績

実績

252,000 199,000

施設利用者数 人

目標

活動実績

平成25年度実績

246,000

成果

目標

平成28年度計画

年間利用計画の調整の

実施

プール計測表示盤撤去

工事の実施

電話設備更新修繕の実

施

監視カメラシステム修繕の

実施

年間利用計画の調整の

実施

プール可動床修繕の実

施

プールタイル修繕の実施

貯湯槽コイル修繕の実施

フィルター取替修繕の実

施

年間利用計画の調整の

実施

ろ材全層取替修繕の実

施

オゾン発生装置修繕の

実施

監視カメラ修繕の実施

ポンプ設備修繕の実施

年間利用計画の調整の実施

中央監視装置更新修繕の実

施

照明システム更新修繕の実施

揚水ポンプ改修工事の実施

成果指標 年度 平成26年度



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

（２）　「改善の必要性」の検証・評価

事業実施により意図した成果が得られているか検証し、判断の理由を記入

■ 順調 □ 不十分

今以上に成果が向上する可能性があるか検証し、判断の理由を記入

■ ない □ ある

事業実施により上位の施策の実現に貢献しているか検証し、判断の理由を記入

■ 高い □ 低い

外部委託や指定管理者制度の導入、NPO等の活用による事業実施が可能か検証し、判断の理由を記入

□ 不可能 ■ 可能

現在の成果水準のまま事業費の削減が可能か検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

実施方法の見直しや創意工夫により、事業の効率化・簡素化の可否を検証し、判断の理由を記入

■ 不可能 □ 可能

事務事業の統合や分割により、効果の向上を図ることができるか。できる場合は内容を記入

■ ない □ 統合 □ 分割

（内容）

環境変化や他の自治体等との比較により、当市の事業規模やサービス水準の可否を検証し、判断理由を記入

■ 適正 □ 過大 □ 過小

受益者負担の適否を検証し、判断の理由を記入

■ ある ■ 適正 □ □ 過小

□ ない □ 問題ない □

■ 有 ■ 見直し

□ 拡充

□ 縮小・統合

目標 33 年度

□ 　　無（現状維持）

(1)有効性

①目標に対

する進捗状

況

総合運動公園内の駐車台数に限度があり、大会等の催しの開催調整を行っているため、利用者の大幅

な増加は難しいと考えています。

③上位施策

への貢献度

③事業の効

率化・簡素

化

安易に事業の効率化・簡素化を行うことは、市民サービスの低下につながり、困難であると考えています。

平成28年度の目標値を平成27年度時点で達成しており、一定の成果が出ていると考えています。

②成果向上

の余地

スポーツセンター単体でなく、総合運動公園全体の管理運営の外部委託、指定管理者制度の導入を進

める必要があります。

再編後の事務事業

既存の事務事業

総合計画の健幸都市の具現化のためにも、市民が快適にスポーツに親しめる環境を保つことが重要であ

り、スポーツセンターの適切な施設管理が必要です。

(2)効率性

①民間活力

等の活用

①事業規

模・サービス

水準

隣の刈谷市でも、体育場（アリーナ）を保有する施設は、同様に2ヶ所あるなど、適正であると考えていま

す。

④事務事業

のスリム化

千円削減額見込（概算）

スポーツ施設自体の統廃合がない限り、効果の向上はないと考えています。

②事業費の

削減

施設が老朽化していくなか、修繕や改修を要する箇所が増えていくことから、事業費の削減は困難である

と考えています。

②受益者負

担

「改善の必要性」の評価 改善の必要性

過大

検討必要

平成26年度に実施された調査結果では、適正範囲内と判断されており、適正であると考えています。

(3)公平性



平成２８年度事務事業総点検　評価シート

Ａｃｔｉｏｎ【今後の方向性】

□ ■ ■ 目標

□ □ 平成 33 年度

□ □

目標 0 年度 □

□

施設の老朽化により、設備等の修繕･改修が増えますが、適切な対応を行うことにより、できる限り事業費の節

約を行っていきます。

見直し

B 30年度までに廃止

縮小・統合

A 直ちに廃止 E 継続

拡充

現状維持

評価の総括

D 廃止困難

主管課評価

（再掲）

必要性が低い

改善取組

課

題

活動実績・成果・事業評価の内容を踏まえて記入

駐車台数に制限があることから、利用者数を大幅に増やすことは難しく、利用者の満足度を高めるための

対応ができるよう、研修等により職員の資質向上を図る必要があると考えています。

必要性が高い

C 33年度までに廃止

職員研修の充実を図っていきます。

事業の必要性

改善の必要性

改

善

取

組

上記課題に対する平成28年度における改善取組


